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ＣＨＯＷテストによる

日本経済の構造変化分析

本　　田　　豊

問題の所在

　筆者は，前論文（本田［３１）で１９７５年以降の日本経済の構造変化について論

じた。そこでは，簡単な計量マクロ 経済モデルを作成し ，１９７５年から１９８０年
，

１９８１年から１９８７年という２つの時期区分をおこない，各時期のそれぞれの構造

方程式で推定されたバラーメータの値の変化を見ることによって ，日本経済の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
構造変化を議論しようというものであ った。しかしその中では，構造変化につ

いて統計的に有意であるかどうかという点について十分な検討を加えていなか
　２）
った 。

　本論文の目的は，１９７５年第１四半期から１９８９年第１四半期の期間を対象とし

て， 簡単な計量マクロモテルを構成する全ての構造方程式にＣＨＯＷ検定をほ

どこし，各構造方程式の構造変化の有無，および構造変化の時期を明らかにし ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
そのことによっ て日本経済の構造調整の過程を示すことにある 。

　本論文の構成は次のとうりである 。まず第１節で簡単な計量マクロモデルの

フレームワークを再度説明し，第２節で各構造方程式のＣＨＯＷ検定の結果の

示し ，さらに第３節で構造変化を全体的に把握して日本経済の構造調整の過程

を明らかにする 。

（３０９）
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１． 簡単な計量マクロモデルのフレームワーク

　本論文では，シミュレーション分析を行うことを目的とはしていないので ，

計量マクロモテルを作成する必然性はない。しかし，日本経済のマクロ 的全体

構造の中て構造変化を把握しようとした場合，一応計量マクロモテルの枠組み

を提示する必要がある 。このような立場から，本論文で前提としている簡単な

計量マクロモテルのフレームワークを説明する 。

　モデルの方程式体系は，前論文（本田［３１）を基礎として需要 フロヅク ・価

格フロソ ク・ 労働市場 フロヅ クからなり ，構造方程式１１本，定義式１３本で構成

されている 。

　需要ブ ロヅ クでは，民間消費支出 ・民間設備投資 ・民間住宅投資 ・輸出等及

ぴ輸入等の構造方程式の構造変化を考える 。価格 フロヅクでは，卸冗物価 ・消

費デ フレータ ・輸出等デ フレータ ・輸入等デ フレータ ，労働市場ブ ロックでは

貨幣賃金率 ・雇用の構造方程式を特定化し，それらの構造変化を分析する 。

　以下では，各構造方程式の特定化を簡単に説明する。民間消費支出関数は単

純な習慣形成仮説型で，今期の実質可処分所得と一期前の民間消費支出を説明

変数としている 。民間設備投資関数は，需要要因として内需と輸出を，投資資

金の制約要因として一期前の企業利潤を説明変数とし，民間住宅投資関数は ，

実質可処分所得と実質利子率のみを説明変数と考えた 。

　輸出（等）関数は，２通りの特定化を行 った。当初は伝統的な特定化として ，

世界貿易数量（輸入数量指数），相対価格，一期前の輸出（等）を説明変数とし

た。 しかしこの特定化で時期区分して回帰分析を行うと ，特に相対価格のバ

ラーメータの値か非常に不安定となり ，推定結果に対する信頼性に問題かある 。

このような場合構造変化の時期を知ることはできても ，構造変化の経済的解釈

か困難にならざるをえない。従 って ，バラメータの値か一定安定になるような

別の特定化を考えた。それは相対価格の代理変数して為替 レートを用い，それ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１０）
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に世界貿易数量，一期前の輸出（等）を説明変数として加えたものである 。こ

の特定化によっ て構造変化の経済的解釈も一応可能になり ，同時に２つの特定

化の結果を比較することによっ て， 構造変化の時期区分を正確にすることがで

きる 。輸入（等）関数は，伝統的特定化に従い国内ＧＮＰ，相対価格，一期前

の輸入（等）を説明変数とした 。

　一方価格ブ ロックでは，卸売物価の説明変数を，稼働率，単位労働費用，輸

入価格とし，消費テフレータは，卸冗物価，貨幣賃金率を説明変数とした。ま

た輸出（等）デ フレータは，卸売物価，為替 レート ，先進国輸出価格（邦貨建

て）で説明し ，輸入（等）デ フレータは，一期前世界輸出価格，一期前石油価

格， 為替 レートを説明変数とした。労働市場における貨幣賃金率は，一期前の

消費デ フレータ ，一期前の労働生産性で，雇用は実質ＧＮＰ，実質賃金率を説

明変数とした（以上の簡単な計量マクロモデルの方程式体系については，表１参照の

こと 。）

　　　　　　　　　表１　簡単なマクロモデルの方程式体系

構造方程式

定

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

（８）

（９）

（１０）

（１１）

ＣＰ＝ａ１＋ａ２＊ＹＤ＋ａ３＊ＣＰ（一１）

ＬＯＧ（ＩＰ）＝ｂ１＋ｂ２＊ＬＯＧ（ＧＥＭ）十ｂ３＊ＬＯＧ（Ｅ）十ｂ４＊ＬＯＧ（ＰＲＯＲ（一１））

ＩＨ＝ｃ１ ＋ｃ２＊ＹＤ＋ｃ３＊ＩＮＲＲ

ＬＯＧ（Ｅ）：ｄ１＋ｄ２＊ＬＯＧ（ＴＷ）十ｄ３＊ＬＯＧ（ＰＡＥ）十ｄ４＊ＬＯＧ（Ｅ（一１））

ＬＯＧ（Ｍ）＝ｅ１ ＋ｅ２＊ＬＯＧ（ＧＮＰ）十ｅ３＊ＬＯＧ（ＰＭＷ）十ｅ４＊ＬＯＧ（Ｍ（一１））

ＰＭ ＝ｆ１＋ｆ２＊ＰＡ（一１）十ｆ３＊ＰＯＳ（一１）十ｆ４＊ＥＸＲＲ

ＰＥ＝ｇ１＋ｇ２＊ＰＷ＋ｇ３＊ＥＸＲ＋ｇ４＊ＰＡＥＸ

ＰＷ＝ｈ１＋ｈ２＊Ｄ（一４）十ｈ３＊ＹＷＧ＋ｈ４＊ＰＭ

ＰＣＰ＝ｊ１ ＋ｊ２＊ＰＷ＋ｊ３＊Ｗ（一１）

ＬＯＧ（Ｗ）＝ｋ１＋ｋ２＊ＬＯＧ（ＰＣＰ）十ｋ３＊ＬＯＧ（ＧＮ）

Ｎ＝１１ ＋１２ ＊ＧＮＰ＋１３＊ＲＷ＋１４＊Ｎ（一１）

義式
（１２）ＹＤ＝（ＹＷ＋ＹＰＦ＋ＹＨＯ－ＴＰＡ）＊１００／ＰＣＰ

（１３）ＧＥＭ：ＧＮＰ－Ｅ＋Ｍ

（１４）ＰＲＯＲ：１一（Ｗ＊Ｌ）／ＧＮＰＭ

（１５）ＩＮＲＲ：ＩＮＲ一（ＰＷ／ＰＷ（一１）＊１００）

（１６）　ＰＡＥ＝（ＰＡ＊ＥＸＲ）／（ＰＥ＊２２７）

　　　　　　　　　　　　　（３１１）
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（１７）

（１８）

（１９）

（２０）

（２１）

（２２）

（２３）

（２４）
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ＰＭＷ＝ＰＭ／ＰＷ

ＥＸＲＲ＝ＥＸＲ／２２７

ＰＡＥＸ：ＰＡ＊ＥＸＲ／２２７

Ｄ＝ＧＮＰ＊１００／ＰＯＴＧ

Ｗ：ＹＷ／Ｎ

ＧＮ＝ＧＮＰ／Ｎ

ＲＷ＝Ｗ／ＰＣＰ

ＧＮＰ：ＣＰ＋ＧＣ＋ＩＰ＋ＩＨ＋ＧＩ＋ＺＡ＋Ｅ－Ｍ

変　数

　ＧＮＰ

　ＣＰ

　ＤＣ

　ＩＰ

　ＩＨ

　ＧＩ

　ＺＡ

　Ｅ

Ｍ

　ＹＤ

　ＹＷ

ＹＰＦ

ＹＨＯ

ＴＰＡ

Ｗ

名

：実質ＧＮＰ（１０億円 ，１９８０年価格）

：実質民間最終消費支出（同上）

：実質政府最終消費支出（同上）

：実質民間設備投資（同上）

：実質民間住宅投資（同上）

：実質政府固定資本形成（同上）

実質在庫品増加（同上）

実質輸出等（同上）

実質輸入等（同上）

：家計の可処分所得

：雇用者所得

：個人企業所得（配当受払い後）

：家計財産所得

：家計直接税

：貨幣賃金率（１０万円）

ＰＲＯＲ ：利潤分配率

ＩＮＲ　 ：銀行約定金利（％）

ＴＷ　 ：世界輸入貿易量指数（１９８０＝１ＯＯ）

Ｌ　　 ：就業者数（万人）

Ｎ　　 ：雇用者数（万人）

ＲＷ　 ：実質賃金率

Ｄ　　 ：稼働率

ＰＯＴＧ ：潜在ＧＮＰ

ＧＮ　　労働生産生

ＹＷＧ単位労働費用

ＰＷ　 ：卸売物価指数（１９８０＝１００）

ＰＣＰ　 ：消費デ フレータ（同上）

ＰＥ　 ：輸出等デフレータ（同上）

（３１２）
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ＰＭ　　：輸入等デ フレータ（同上）

ＰＡ　　：先進国平均輸出価格（同上）

ＥＸＲ　為替 レート（邦貨建て）

ＧＮＰＭ：名目ＧＮＰ（１０億ドル）

５３

２． ＣＨＯＷ検定による構造変化テスト

ＣＨＯＷ検定を行う場合，２つの時期に区分する必要がある 。ここでは，前

半期の開始時を基本的に１９７５年第１四半期とし ，後半期の開始時を１９８１年第１

四半期として ，前半期の終了時を１９８０年第４四半期から１年ずつ順にずらし

（従 って ，後半期の開始時が１年ずつずれる），２つの推定式の全係数（定数項を含

む）の相等性について，ＣＨＯＷ検定を行う 。それぞれの構造方程式の

ＣＨＯＷ検定の結果について ，以下論ずることにする 。

（１）民間消費関数

ＣＨＯＷ検定の主な結果は，表２の通りである 。

　　　　　　　　表２　民間消費関数のＣＨＯＷテストの結果

時期区分 Ｆ値

７５　１－８０ ：４ ８１ ：１－８９ ：３ １． ３５９４６

７５ ：１－８１ ：４ ８２ ：１－８９ ：３ １． ７５７０４

７５ ：１－８２ ：４ ８３ ：１－８９ ：３ １． ４０７３２

７５ ：１－８３ ：４ ８４ ：１－８９ ：３ １． ６６９３６

７５ ：１－８４ ：４ ８５ ：１－８９ ：３ １． ４７０１５

７５ ：１－８５ ：４ ８６ ：１－８９ ：３ １． １９３８５

７５ ：１－８６ ：４ ８７ ：１－８９ ：１ ２． ０５３０６

　これらの結果から ，民間消費関数には１９７５年以降現在まで，構造変化は生じ

ていないということになる 。尚 ，７５ ：１（１９７５年第１四半期を意味する 。以下同様に

記述する）から８９ ：１の全期間の推定結果を示すと次のようになる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１３）
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　　ＣＰ＝一２４５２．４＋Ｏ．０８６２＊ＹＤ＋Ｏ．９１８２＊ＣＰ（一１）

　　　　（一２．Ｏ）　　　（２ ．９６）　　　　　　（３０ ．Ｏ）

　　Ｒ２＝Ｏ．９９８６　ＳＥ＝７７８，４６５　Ｄ．Ｗ．＝１ ．６４（７５ ：１－８９ ：１）

　　更に時期区分の１つのケースとして ，７５ ：１－８５ ：４を前半期，８６ ：１－

　　８９ ：１を後半期とした推定結果は次の通りである 。

　　　ＣＰ＝一５３３＋Ｏ．０６５＊ＹＤ＋Ｏ．９３＊ＣＰ（一１）

　　　　　（一〇．３２）　（２ ．０９）　　　　　　（３０ ．Ｏ）

　　　Ｒ２＝Ｏ．９９７　ＳＥ＝７５９　Ｄ．Ｗ．＝１ ．２５（７５ ：１－８５ ：４）

　　　ＣＰ＝一９７９５＋０．１６４０９＊ＹＤ＋Ｏ．８６５６８＊ＣＰ（一１）

　　　　　（一１ ，５４８）　（１ ，０６２）　　　　　　　（４ ，９２９）

　　　Ｒ２ Ｏ． ９９０　ＳＥ＝８３１　Ｄ．Ｗ．＝１ ．９９（８６ ：１－８９ ：１）

　全期間の推定結果を見ると ，長期の限界消費性向が１を越えている。この傾

向は特に，後半期の推定結果に表れており ，後半期になるほど簡単な習慣形成

型仮説の消費関数では，民間消費の動向をじゅうぶう掴みきれないことを示し

ている 。従って民間消費関数の特定化について，更に検討を加える必要はある

が， いずれにしろ１９７５年以降，民間消費には構造変化はなかったということが

できる 。

　（２）民間設備投資

　図１は，民間設備投資の時系列テータを１９７５年第１四半期から１９８８年第３四

半期までプ ロソトしたものである 。更に図２は，同時期間の実質ＧＮＰと民間

設備投資の相関図を描いたものである。これらの図において ，１９７５年から
，

１９７９年に至るまで，民間設備投資は全く停滞していることがわかる 。

　これは第１時石油危機以降，期待経済成長率が下方に修正される中で，民間

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
設備投資に負の加速度原理が長期に働いたためであると考えることができる 。

この期間の民間設備投資の動向は非常に特異であり ，その後民間設備投資が増

大し始めたことから判断して ，１９７９年則後で構造変化があ ったことは十分に想

像される 。そこでこの点を確認するために，１９７５年第１四半期から１９８９年第１

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１４）
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＾　Ｈ　Ｆ ＾Ｈ【 （【ｒ、 ■　（‘、１ ■　（Ｏ １（Ｏ「 １（Ｏワ

５５

１９７５　　　　　　１９７７　　　　　　１９７９　　　　　　１９８１　　　　　　１９８３　　　　　　１９８５　　　　　　１９８７

　　　　　　　　　　　　　　図１

７１１１６

５００９６

２９０７６

柵関図　　　　横軸：ＧＮＰ＠ 縦軸＝ＩＰ＠

１８３１Ｅ＋０２ ２５７７Ｅ＋０２

図２

３３２３Ｅ＋０２

四半期の時期でＣＨＯＷ検定を行うと次のような結果にな った 。

　　　　表３　民間設備投資のＣＨＯＷテストの結果（観測期間７５ ：１－８９ ：１）

時期区分

７５ ：１－７９ ：４　　８０ ：１－８９ ：１

７５ ：１－８０ ：４　　８１ ：１－８９ ：１

７５ ：１－８１ ：４　　８２ ：１－８９ ：１

７５ ：１－８２ ：４　　８３ ：１－８９ ：１

　　　　　　　　（３１５）

Ｆ値

７０ ．４８

３７

３２ ．３８

２９ ．７５
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７５ ：１－８３ ：４　　８４ ：１－８９ ：１　　　　　　　　　　２５ ．１３

７５ ：１－８４ ：４　　８５ ：１－８９ ：１　　　　　　　　　　２３ ．３３

　以上の結果から ，Ｆ値が最大となる１９７９年印』後で構造変化か起きていると考

えることができる 。ところが（表３）の結果では，非常にＦ値が大きくな って

おり ，２つの推定期間において誤差分散が不均一である可能性を否定できない 。

もし分散の不均一性がある場合，ＣＨＯＷ検定の有効性に問題があることにな

る・ そこで分散の不均一性をテストするために最も　般的な，Ｇｏ１ｄｆｅ１ｄ－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）Ｑｕａｎｄｔテストを行うと ，分散不均一性を確認することができた。したが って ，

この期間を対象とするＣＨＯＷ検定には若干問題があるということになる
。

　ところで我々の問題意識は，１９８０年代後半に入 って日本経済が内需主導型に

なり ，その柱の一つとして民間設傭投資の拡大があるという場合，そのような

拡大を構造変化とみてよいかとうかということある 。従 って ，１９７９年則後の構

造変化は，民間設備投資の場合直接の対象となりえない。しかも１９７５年からの

データをもとにしたＣＨＯＷ検定は，信頼性に問題があるので，データ期間を

少しずらし ，７８ ：１から８９ ：１の期間でＣＨＯＷ検定をテストした。（表４）は

その結果である 。

　　　　表４　民間設備投資のＣＨＯＷテストの結果（観測期間７８ ：１－８９ ：１）

時期区分 Ｆ値

７８ ：１－８１ ：４　８２ ：１－８９ ：１ ３． ０３５

７８ ：１－８２ ：４　８３ ：１－８９ ：１ ２． ７０９３

７８ ：１－８３ ：４　８４ ：１－８９ ：１ ２． ９７８５

７８ ：１－８４ ：４　８５ ：１－８９ ：１ ５． ３３８６

７８ ：１－８５ ：４　８６ ：１－８９ ：１ ３． ８６３

７８ ：１－８６ ：４　８７ ：１－８９ ：１ ２． ６４４５

　（表４）の結果からＦ値が最大となる７８ ：１－８４ ：４と８５ ：１－８９ ：１で構造変化が

生じていることがわかる 。この時期区分の推定結果，及び全期間の推定結果は

次の通りである 。

（３１６）
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ＬＯＧ（ＩＰ）＝一４ ．９３７１＋１ ．１３６３＊ＬＯＧ（ＧＥＭ）十〇．２１３０６＊ＬＯＧ（Ｅ）

　　　　　（一４ ．５７）　　（１１ ．５４）　　　　　　　　　　　　（８．９７）

　　　　　十〇．６０２２１＊ＬＯＧ（ＰＲＯＲ（一１））

　　　　　（７ ．９６）

Ｒ２ Ｏ． ９９　ＳＥ＝０．Ｏ０９３８　Ｄ．Ｗ．：１ ．３（７８ ：１－８４ ：４）

ＬＯＧ（ＩＰ）＝一１０，１８９＋１ ．４４９９＊ＬＯＧ（ＧＥＭ）十〇．３０５０７＊ＬＯＧ（Ｅ）

　　　　　（一６．４）　　（１０ ．２）　　　　　　　　　　　　　（２．７６）

　　　　　十〇．３４０３９＊ＬＯＧ（ＰＲＯＲ（一１））

　　　　　（１ ．４１）

Ｒ２ Ｏ． ９７６　ＳＥ＝Ｏ．Ｏ１４６　Ｄ．Ｗ．＝０．８８　（８５ ：１－８９ ：１）

　　　ＬＯＧ（ＩＰ）＝一８．９８８７＋１ ．５１３１＊ＬＯＧ（ＧＥＭ）十０．１４９８４＊ＬＯＧ（Ｅ）

　　　　　　　　（一９．８６）　　（２１ ．３）　　　　　　　　　　　　　（６ ．４５）

　　　　　　　　十〇．５７３４９＊ＬＯＧ（ＰＲＯＲ（一１））

　　　　　　　　　（５ ．７２）

　　　Ｒ２＝０，９９５　ＳＥ＝Ｏ．０１６６６　Ｄ．Ｗ．：Ｏ．８６　（７８ ：１－８９ ：１）

　推定結果を見ると ，特に後半期のＤ ．Ｗ．比が低く ，更に特定化の工夫が必要

と思われるが，前半期と後半期を比較すると ，内需，外需ともに前半期より後

半期の方か投資への反応度か高くな っており ，資金要因に対する反応度は前半

期の方が高くな っていることがわかる 。このことは，後半期の方が企業の設備

投資行動は活発であり ，資金調達も容易になり ，資金制約も相当緩和している

ことを示す。以上の結論は，前論文（本田，１９８８）と設備投資関数の特定化が

若干違うか，概ね一致することを付言しておきたい 。

　（３）民間住宅投資

　民間住宅投資は，他の需要項目に比して異質な動きをしている 。図３は１９７０

年第１四半期から１９８８年第３四半期のＧＮＰと民間住宅投資の相関関係を示し

たものてある 。この相関図によると ，１９７０年以降第１次石油危機後の一時期を

除いて ，２つの変数には弱い正の相関関係が見られたが，１９８０年代に入 って明

らかに負の相関関係か現れ，その後１９８０年代後半に入 って強い正の関係を示し

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１７）
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ている 。従 って，ＧＮＰと民間住宅投資が負の関係から正の関係に転化する

１９８５年前後が構造変化の時期ではないかと考えられる 。ところで，上で述べた

ようなＧＮＰと民間住宅投資の相関関係を反映して ，７５ ：１から前半期のデ ー

タをとると ，決定係数が極端に低くなる 。例えぱ，７５ ：１－８３ ：４を推定期間と

すると ，自由度修正済みの決定係数は０．５３となり ，推定結果があまり良くない

ことになる。できるだげ推定結果を良くするため，前半期を７８ ：１からとると ，

自由度修正済みの決定係数も比較的高くなるので，ＣＨＯＷ検定を７８ ：１から

８９ ：１の期間で行い，その結果は（表５）に示される 。

２１５４１

１７２８８

１３０３５

相関図　　　横軸＝ＧＮＰ　　　　　縦軸＝ＩＨ

１８３１Ｅ＋０２ ２５７７Ｅ＋０２

図３

３３２３Ｅ＋０２

表５　民問住宅投資のＣＨＯＷテストの結果

時期区分 Ｆ値

７８ ：１－８１ ：４　８１ ：１－８９ ：１ １７ ．８５

７８ ：１－８２ ：４　８３ ：１－８９ ：１ ３０ ．６８

７８ ：１－８３ ：４　８４ ：１－８９ ：１ ５９ ．１２６

７８ ：１－８４ ：４　８５ ：１－８９ ：１ ６０ ．１

７８ ：１－８５ ：４　８６ ：１－８９ ：１ ５５ ．Ｏ

７８ ：１－８６ ：４　８７ ：１－８９ ：１ ２８ ．０３９

（表５）の結果でＦ値が最大になるのは，７５１－８４４と８５１－８９１の時期区分で

あり ，１９８５年同１』後で構造変化が起きているという上記の推論は正しいというこ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１８）
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とになる 。但し，Ｆ値が非常に大きくなるので，分散の不均一性をＧ
ｏ１ｄｆｅ１ｄ

－

Ｑｕａｎｄｔ 検定てテストすると ，分散の不均一性が存在しないという仮説は棄却

できないという結果にな ったが，その結果はきわめて微妙であり ，更に検討の

余地を残している 。

　全期問及び２つに時期区分をした時の推定結果は，次の通りである 。

ＩＨ＝４０４４２－Ｏ．１２９５９＊ＹＤ－２７９．４９＊ＩＮＲＲ

　　（１９．８２）　（一１０ ．８）　　　　　（一３ ．５６）

Ｒ２ Ｏ． ８６５　Ｓ．Ｅ．＝４９９　Ｄ．Ｗ．＝１ ，８０６（７８ ：１－８４ ：１）

ＩＨ＝一３８０５＋Ｏ．１４９１７＊ＹＤ－１６９５．６＊ＩＮＲＲ

　　（一０．２７）　（２ ．９７）　　　　　　　（一２ ．８９）

Ｒ２ ０． ８８　Ｓ．Ｅ．＝１０３９　Ｄ．Ｗ．＝１ ，８１１（８５ ：１－８９ ：１）

ＩＨ：１５２７３＋０．０４１１２９＊ＹＤ－１０９８．９＊ＩＮＲＲ

　　（４ ．２５）（２．６９）　　　（一４ ．９７）

Ｒ２ ０， ４８２　Ｓ．Ｅ．＝１６９１　Ｄ．Ｗ．：Ｏ．６６４９（７８ ：１－８９ ：１）

　前半期の推定結果では，ＧＮＰの回帰係数の値が負とな っており ，この特定

化では民間住宅投資の動向を十分に掘みきれてないが，後半期はフィットがよ

くな っている 。この２つの時期を比較すると ，実質利子率の民間住宅投資に対

する感応度か高いということかわかる 。これはいうまでもなく ，後半期におい

て政府 ・日銀当局による低金利政策下の超金融緩和によっ て， 不動産融資か大

幅に増大した結果，地価高騰と同時に住宅投資も活発化したことを示している 。

　（４）輸出関数

　輸出（等）関数の特定化は，ケース１とケース２の２とうりである 。ケース

１は世界貿易量，相対価格，一期前の輸出（等）による特定化であり ，ケース

２は世界貿易量，為替 レート ，一期前の輸出（等）を説明変数としている 。そ

れぞれのＣＨＯＷ検定の結果は，（表６）の通りである 。

（３１９）



６０ 　　立命館経済学（第３９巻 ・第３号）

表６　輸出関数のＣＨＯＷテストの結果

時期区分 ケースのＦ値 ケース２のＦ値

７５ ：１－７９ ：４　８０ ：１－８９ ：１ ４． ３７５４６ ２． ０９

７５ ：１－８０ ：４　８１ ：１－８９ ：１ ４． ３７０２ ２． ５１８

７５ ：１－８１ ：４　　８２ ：１－８９ ：３ １． ８５６３ １． ４６

７５ ：１－８２ ：４　　８３ ：１－８９ ：３ １． ７８９３ １． ３９５

７５ ：１－８３ ：４　　８４ ：１－８９ ：３ １． ７８３１３ １． ５３

７５ ：１－８４ ：４　８５ ：１－８９ ：１ ２． ２８９９７ ２． ３７

７５ ：１－８５ ：４　　８６ ：１－８９ ：３ １． ６５６１６ ２．
Ｏ

　（表６）では，７５ ：１－８０ ：４と８１ ：１－８９ ：１の時期区分で，ケース１ ，ケース２い

ずれの場合も ，Ｆ値が最大にな っている 。この時，ケース１はもちろんケース

２も ，２つの期間における全係数が相等であるという帰無仮説は，５％の有意

水準で棄却される 。２つのケースそれぞれについて，全期間及ぴ時期区分によ

る推定結果は次の通りである 。

　　〈ケース１〉

　　　ＬＯＧ（Ｅ）＝Ｏ１７４９７＋０１４０７９＊ＬＯＧ（ＴＷ）十０１２７６３＊ＬＯＧ（ＰＡＥ）

　　　　　　　　（１ ，１２９）　　（２ ．４４）　　　　　　　　　　　　　　（１ ，２６９）

　　　　　　　　　十〇．９２４３８＊ＬＯＧ（Ｅ（一１））

　　　　　　　　　（２７．８４）

　　　Ｒ２＝Ｏ．９９　 Ｓ． Ｅ． ：Ｏ
．０３１５９　 Ｄ． Ｗ． ＝１ ．４９（７５ ：１－８９ ：１）

　　　ＬＯＧ（Ｅ）＝１０４９６＋０３０３８３＊ＬＯＧ（ＴＷ）十０３２４３２＊ＬＯＧ（ＰＡＥ）

　　　　　　　　（１ ．８５）　　（３．０１）　　　　　　　　　　　　　（７ ．４８）

　　　　　　　　　十〇．７６８８８＊ＬＯＧ（Ｅ（一１）

　　　　　　　　　（９．４６）

　　　Ｒ２＝Ｏ．９６２　Ｓ．Ｅ．＝０．０２８３　 Ｄ． Ｗ． ＝１ ，５９１（７５ ：１－８０ ：４）

　　　ＬＯＧ（Ｅ）＝０５６７５７－００３１６９６＊ＬＯＧ（ＴＷ）一０４３８０７＊ＬＯＧ（ＰＡＥ）

　　　　　　　　（１ ，０２５）　　（一〇．３０８８２）　　　　　　　　　　　（一２ ．２１７７）

　　　　　　　　　十〇．９５９９６＊ＬＯＧ（Ｅ（一１））

Ｒ２ Ｏ． ９５８ Ｓ． Ｅ． ：Ｏ．０２８０９　Ｄ．Ｗ．：２ ．１３７１（８１ ：１－８９ ：１）

（３２０）
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＜ケース２〉

ＬＯＧ（Ｅ）＝一１７＋０４４５４＊ＬＯＧ（ＴＷ）十〇１６９２５＊ＬＯＧ（ＥＸ）

　　　　　　　　　（４．３３）　　　　　（３ ．１７）

　　　　　十〇．８８２４７＊ＬＯＧ（Ｅ（一１））

　　　　　　（１２ ．０８）

Ｒ２ Ｏ． ９６７　Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０２６４７　Ｄ．Ｗ．：２ ．６８（７５ ：１－８０ ：４）

ＬＯＧ（Ｅ）：０３７１７５＋０５１５０４＊ＬＯＧ（ＴＷ）十０１３７１７＊ＬＯＧ（ＥＸ）

　　　　　（０．５８）　（２．２３）　　　　　（１ ，７６７）

　　　　　十〇．６７４５＊ＬＯＧ（Ｅ（一１））

　　　　　　（５ ．２６）

Ｒ２ Ｏ． ９５６　Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．０２８８　　 Ｄ． Ｗ． ＝２，１３２（８１ ：１－８９ ：１）

ＬＯＧ（Ｅ）＝一１ ．Ｏ１５＋Ｏ．３４７５２＊ＬＯＧ（ＴＷ）十０．１１７７４＊ＬＯＧ（ＥＸ）

　　　　　（一２．６）（３．８７）　　　　　（３ ，１２７）

　　　　　十０．８８５５７＊ＬＯＧ（Ｅ（一１））

　　　　　　（２６ ．３）

Ｒ２ Ｏ． ９９１　 Ｓ． Ｅ． ＝０．０２９４６　 Ｄ． Ｗ． ＝１ ，８５５（７５ ：１－８９ ：１）

前半期を比較すると ，ケース２では長期の所得弾力性が４を超え，Ｄ．Ｗ．比

も高くな っているのに対して，ケース１では，長期の所得弾力性が１を超えた

程度で妥当な値をとっ ており ，Ｄ．Ｗ．比も許容範囲とい っていいであろう 。し

たが って前半期は，ケース１の特定化がベター である 。しかし後半期について

いうと ，ケース２の世界貿易量，相対価格のパラメータは負の値をとっ ており ，

ケース２の方が推定結果はよくな っている 。

　前半期はケース１ ，後半期はケース２を使って長期所得弾力性，長期価格弾

力性を比較すると ，後半期の方が，長期所得弾力性は大きく ，長期価格弾

力性は小さくな っている 。このことは，日本の輸出競争力が価格競争力から非

価格競争カヘ変化しているという ，前論文（本田［３１）の指摘を裏付けている

と思われる 。

（３２１）
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（５）輸入関数

輸入（等）のＣＨＯＷ検定の結果は，（表７）に示される 。

表７　輸入（等）関数のＣＨＯＷテストの結果（観測期間７５ ：１－８９ ：１）

時期区分 Ｆ値

７５ ：１－８０ ：４ ８１ ：１－８９ ：１ １． ０５８

７５ ：１－８１ ：４ ８２ ：１－８９ ：１ ２． ０１０

７５ ：１－８２ ：４ ８３ ：１－８９ ：１ １． ６４９

７５ ：１－８３ ：４ ８４ ：１－８９ ：１ １． ９７５

７５ ：１－８４ ：４ ８５ ：１－８９ ：１ ３． ７８０

７５ ：１－８５ ：４ ８６ ：１－８９ ：１ ３． ３６０

７５ ：１－８６ ：４ ８７ ：１－８９ ：１ ３． ５７９

　Ｆ値の最大値は３．７８となり ，１９８５年以降構造変化があ ったと考えられる 。し

かしＦ値か非常に接近しており ，構造変化の時期を特定化することは困難であ

る。 そこで輸入（等）のデ ータを観察すると ，特に８９ ：１の輸入（等）が大きな

値をとっ ていることがわかるので，７５ ：１から８８ ：４のデ ータで輸入関数を推定

し， ８９ ：１のデ ータを加えて，このデ ータがそれ以前の輸入関数と同じ構造を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
とっ ているかどうかを調べるために，ＣＨＯＷテトを行った 。

　その結果，Ｆ値は５．０５となり ，８９ ：１で構造変化が生じている可能性が強い 。

いうまでもなくＣＨＯＷ検定は，標本期間において１回だけの構造変化をテス

トするものであるから ，８９ ：１のデータは一応排除して考えるべきである 。８９ ：

１のデ ータを排除してＣＨＯＷテストを行うと ，次のような結果がえられた 。

表８　輸入（等）関数のＣＨＯＷテストの結果（観測期間７５ ：１－８８ ：４）

時期区分 Ｆ値

７５ ：１－７９ ：４　　８０ ：１－８８ ：４ １． ０９５３

７５ ：１－８０ ：４　　８１ ：１－８８ ：４ Ｏ． ８１４４

７５ ：１－８１ ：４　　８２ ：１－８８ ：４ １． ６１１１

７５ ：１－８２ ：４　８３ ：１－８８ ：４ １． ２７１０

７５ ：１－８３ ：４　　８４ ：１－８８ ：４ １． ３３７９

７５ ：１－８４ ：４　　８５ ：１－８８ ：４ ２． ９１２１

（３２２）
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　７５ ：１－８５ ：５　　８６ ：１－８８ ：４　　　　　　　　　　２ ．５１５２

　７５ ：１－８６ ：４　　８７ ：１－８８ ：４　　　　　　　　　　２ ．４１４６

６３

　Ｆ値は最大値２．９１２１とな っているが，これは５％の有意水準で２つの期間の

全係数相等性の帰無仮説を棄却する 。従 って ，１９８５年以降構造変化は生じてい

ると結論付げることができる 。この時期区分の推定結果，及び全期間の推定結

果は次の通りである 。

　　　ＬＯＧ（Ｍ）＝一〇．３９１５８＋Ｏ．１１８４２＊ＬＯＧ（ＧＮＰ）

　　　　　　　　　（一１ ．３３）　　　（１ ．９２）

　　　　　　　　　一〇．０９１２６２＊ＬＯＧ（ＰＭＷ）十０．８９７６６＊ＬＯＧ（Ｍ（一１））

　　　　　　　　　（一２ ．９７）　　　　　　　　　　　　　　　（１２ ．５９）

　　　Ｒ２：０，９６５　Ｓ．Ｅ．＝０．０２９３　Ｄ．Ｗ．＝１ ，６０９（７５ ：１－８８ ：４）

　　　ＬＯＧ（Ｍ）＝一０．８４３６４＋Ｏ．２５９６２＊ＬＯＧ（ＧＮＰ）

　　　　　　　　　（一１ ．４２）　　　（３ ．２７）

　　　　　　　　　一〇．１３８８３＊ＬＯＧ（ＰＭＷ）十〇．７７４６１＊ＬＯＧ（Ｍ（一１））

　　　　　　　　　　（一２ ．７４）　　　　　　　　　　　　　（８ ．０５）

　　　Ｒ２＝０．９３　Ｓ．Ｅ．＝０．０２６５　Ｄ．Ｗ．＝１ ，５９５（７５ ：１－８４ ：４）

　　　ＬＯＧ（Ｍ）＝一９．７３４７＋１ ．０６０４＊ＬＯＧ（ＧＮＰ）十〇．０３２０３４＊ＬＯＧ（ＰＭＷ）

　　　　　　　　　（一２ ．２３）　　（２ ．１１）　　　　　　　　　　　　　　　（Ｏ ．３７）

　　　　　　　　　十０．６６１７２＊ＬＯＧ（Ｍ（一１））

　　　　　　　　　　（３．２６）

　　　Ｒ２＝Ｏ．９５　Ｓ．Ｅ．：Ｏ．０２７９　Ｄ．Ｗ．：１ ，９９９（８５ ：１－８８ ：４）

　　　　　この結果から言えることは，後半期において長期の所得弾力性が高ま

　　　　り（１ ，１５２から１ ．６），一方相対価格のパラメータの値の符号は逆で，大変

　　　不安定な動きをしている 。このことは，価格以外の要因例えは産業構造

　　　の変化を反映した貿易構造の変化が，マクロの輸入関数を変化させたと

　　　考えることができるであろう 。

（６）輸入（等）デフレータ ，輸出（等）デフレータ

輸入デ フレータについてのＣＨＯＷ検定の結果は（表９）の通りである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２３）
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表９　輸入（等）デ フレータのＣＨＯＷテストの結果

時期区分 Ｆ値

７５ ：２－７９ ：４ ８０ ：１－８９ ：１ １９ ．０６５６

７５ ：２－８０ ：４ ８１ ：１－８９ ：１ １３ ．２１

７５ ：２－８１ ：４ ８２ ：１－８９ ：１ １４ ．４２

７５ ：２－８２ ：４ ８３ ：１－８９ ：１ １５ ．４２７

７５ ：２－８３ ：４ ８４ ：１－８９ ：１ １０ ．６９

７５ ．２－８４ ：４ ８５ ：１－８９ ：１ ７． ３０

７５ ：２－８５ ：４ ８６ ：１－８９ ：１ ５． ０１７

　以上の結果から ，１９８０年以降に構造変化があ ったと考えることができる 。こ

の時期区分及び全期間の推定結果は次の通りである 。

ＰＭ＝一５８，３６１＋Ｏ．４７０３３＊ＰＡ（一１）十〇．８２５８＊ＰＯＳ（一１）

　　　（一４，１９９）（２．８３）　　　　（４ ．８９）

　　　　　　十５０５９＊ＥＸＲＲ

　　　　　　（７ ．７６）

Ｒ２ Ｏ． ９２２　Ｓ．Ｅ．＝２ ．１１　Ｄ．Ｗ．＝１ ，４８２（７５ ：２－７９ ：４）

ＰＭ＝一５３，１４９＋Ｏ．４６４４３＊ＰＡ（一１）十〇．２４９０７＊ＰＯＳ（一１）

　　（一３．９６）（５．３８）　　　　（７．０５）

　　　　　　十８２１８＊ＥＸＲＲ

　　　　　　（１１ ．１６）

Ｒ２ Ｏ． ９７４　Ｓ．Ｅ．＝２ ，７５８　Ｄ．Ｗ．＝１１ ，２３３（８０ ：１１－８９ ：１）

ＰＭ＝一５３，３９５＋０．５１０６１＊ＰＡ（一１）十０．４６９６５＊ＰＯＳ（一１）

　　（一４．０３）（５．８４）　　　　（１８．２９）

　　　　　　十５７０４４＊ＥＸＲＲ

　　　　　　　（８．２９）

　　　Ｒ２＝Ｏ．９４８　 Ｓ． Ｅ． ＝３ ．９７　Ｄ．Ｗ．＝Ｏ．８（７５ ：２－８９ ：１）

２つの期間を比較すると ，後半期では石油価格の輸入デ フレータに与える影響

が少なくなり ，その他輸入品価格の影響が強くな ったという前論文（本田

１９８８）の同様の結論をえることができる 。

　次に輸出デ フレータの構造変化を分析する（表１０参照）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２４）
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表１０輸出デ フレータのＣＨＯＷテストの結果

６５

時期区分 Ｆ値

７５ ：１－７９ ：４ ８０ ；１－８９ ：１ １２ ．７４９

７５ ：１－８０ ：４ ８１ ：１－８９ ：１ ２２ ．９３９

７５ ：１－８１ ：４ ８２ ：１－８９ ：１ ２０ ．Ｏ

７５ ：１－８２ ：４ ８３ ：１－８９ ：１ ２０ ．９９

７５ ：１－８３ ：４ ８４ ：１－８９ ：１ １３ ．８５５

７５ ：１－８４ ：４ ８５ ：１－８９ ：１ ．７ ．９５５

７５ ：１－８５ ：４ ８６ ：１－８９ ：１ ４． ２７６

Ｆ値の最大値は２２－９３９であるから ，構造変化は１９８１年頃に生じたと考えられる
。

この時期区分と全期間の推定結果は次の通りである
。

　　　 ＰＥ：３０１４５＋０２６２１＊ＰＷ＋Ｏ０３７３９＊ＥＸＲ＋０３５２３６＊ＰＡＥＸ

　　　　　（９．０５）（４．１）　　（５．３５）　　　（６ ．８９）

　　　Ｒ２ ０， ９７４ 　Ｓ．Ｅ．一０ ，８３６ 　Ｄ．Ｗ．一〇 ．９０２（７５ ：１－８０ ：４）

　　　 ＰＥ＝一６３７６２＋１４９１２＊ＰＷ－０１２５１２＊ＥＸＲ＋０４４１７７＊ＰＡＥＸ

　　　　　 （一５ ．５３）（７ ．７６） 一　 （一５ ．２２） 　（５ ．Ｏ１）

　　　Ｒ２：Ｏ．９７７ 　Ｓ．Ｅ．一１ ，３７８ 　Ｄ．Ｗ．一１ ．１０（８１ ：１－８９ ：１）

　　　 ＰＥ：２１９１＋０２３４７３＊ＰＷ＋００４８４３２＊ＥＸＲ＋０４４２１６＊ＰＡＥＸ

　　　　　（７・６６）（３．９７）　　（５．６２）　　　（６．７６）

　　　Ｒ２＝Ｏ．９３７　Ｓ．Ｅ．：１ ．９３　Ｄ．Ｗ．：Ｏ．３４（７５ ：１－８９ ：１）

　この推定結果では，卸冗物価か輸出価格に与える影響か前半期より後半期に

大きくあらわれ，為替 レートの影響は，前半期と後半期を比較すると符号が逆

て非常に対称的な結果とな っている 。これらの結論は，前論文（本田［３１）と

ほぽ同様であり ，その経済的解釈については，前論文（本田［３１）参照のこと
。

（７）卸売物価，消費テフレータ

卸冗物価のＣＨＯＷテストの結果は次の通りである
。

（３２５）
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表１１卸冗物価のＣＨＯＷテストの結果

時期区分 Ｆ値

７６ ：１－７９ ：４　８０ ：１－８９ ：１ ４． ８７

７６ ：１－８０ ：４　８１ ：１－８９ ：１ ２． ３６

７６ ：１－８１ ：４　　８２ ：１－８９ ：３ １． ３５７

７６ ：１－８２ ：４　８３ ：１－８９ ：１ ０． ８０４

７６ ：１－８３ ：４　８４ ：１－８９ ：１ Ｏ． ２６８９

７６ ：１－８４ ：４　８５ ：１－８９ ：１ ０． ８７７

７６ ：１－８５ ：４　　８６ ：１－８９ ：３ １． ０１

　これらの結果から ，卸売物価は１９８０年に構造変化があ ったということになる 。

この時の時期区分及び全期間の推定結果は次の通りである 。

　　　ＰＷ＝一９３３３５＋０４６６０３＊Ｄ（一４）十４１５８３＊ＹＷＧ

　　　　　（一〇．９５７）（３，０３９）　　　（４ ．６８）

　　　　　　　　十〇．４１７３２＊ＰＭ

　　　　　　　　　（４２ ．８９）

　　　良２＝Ｏ．９８６　Ｓ．Ｅ．＝１ ，０７５　Ｄ．Ｗ．：Ｏ．６８６７（７６ ：１－８９ ：１）

　　　ＰＷ：３４６０３－０２２６２９＊Ｄ（一４）十８９６９６＊ＹＷＧ＋０３４０３３＊ＰＭ

　　　　　（４．４４）（一１．４３）　　（６．４８）　　（２５ ．８）

　　　良２＝０，９７４　Ｓ．Ｅ．＝１ ．０６　Ｄ．Ｗ．＝Ｏ．７８３７（７６ ：１－７９ ：４）

　　　ＰＷ：一９．７３＋Ｏ．５７６５＊Ｄ（一４）十２５，１９８＊ＹＷＧ＋Ｏ．４１１＊ＰＭ

　　　　　　（一〇．４５）（２．７２）　　　（２．０９）　　（３０．１５）

　　　良２＝Ｏ．９７４　Ｓ．Ｅ．：１ ．０６　Ｄ．Ｗ．＝Ｏ．７８３７（８０ ：１－８９ ：１）

これらの推定結果は，ほぽ前論文（本田［３１）で述べた特徴がそのまま当ては

まる 。即ち，卸冗物価についていうと ，前半期では需要要因か有意でなく単位

労働費用と輸入価格か大きな影響を与えているのに対し，後半期では需要要因

が有意に働き ，輸入価格の影響はひきつづき大きいが，単位労働費用は有意で

あるがその影響は小さくな っているということができる 。

　次に消費デ フレータの構造変化を検討する 。まず。観測期間を７５ ：１から８８ ：

４としてＣＨＯＷテストを行うと ，（表１２）のようにな った ・

（３２６）
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表１２消費デ フレータのＣＨＯＷテストの結果（観測期間７５ ：１－８８ ：４）

時期区分 Ｆ値

７５ ：１－７９ ：４　　８０ ：１－８８ ：４ ７． ３６４３６

７５ ：１－８０ ：４　　８１ ：１－８８ ：４ ７． ６９０３５

７５ ：１－８１ ：４　　８２ ：１－８８ ：４ ７． ７９７７５

７５ ：１－８２ ：４　８３ ：１－８８ ：４ １０ ．６２５５１

７５ ：１－８３ ：４　　８４ ：１－８８ ：４ １７ ．３６３９８

７５ ：１－８４ ：４　　８５ ：１－８８ ：４ ３１ ．９６９

７５ ：１－８５ ：４　　８６ ：１－８８ ：４ ３２ ．１８７４

　この結果ではＦ値か増大傾向を示し ，特に８０年代後半以降大きくな っており ，

８０年代後半で構造変化が生じている可能性は否定できない。それでは８０年代前

半期より以前ではどうであ ったかを分析してみるために，観測期間を７５ ：１か

ら８５ ：４として ，７５ ：１－７９ ：４と８０ ：１－８５ ：４の時期区分でＣＨＯＷテストを行うと

Ｆ値が４４ ．８９４８７となり ，７０年代後半期に構造変化が生じている可能性を示唆

している 。それでは，８０年代前半期はどうであ ったろうか。この点を確認する

ために，観測期間を７６ ：１から８５ ：４としてＣＨＯＷテストを実施すると ，次の

ような結果がえられた 。

表１３消費デフレータのＣＨＯＷテストの結果（観測期間７６ ：１－８５ ：４）

時期区分 Ｆ値

７６ ：１－７９ ：４　　８０ ：１－８５ ：４ ２． ５１８６２

７６ ：１－８０ ：４　　８１ ：１－８５ ：４ １． ８３５

７６ ：１－８１ ：４　８２ ：１－８５ ：４ １． ２０８

７６ ：１－８２ ：４　　８３ ：１－８５ ：４ Ｏ． １５２９

７６ ：１－８４ ：４　８４ ：１－８５ ：４ Ｏ． ２９７２

この結果から ，８０年代前半期には構造変化がなか ったということになる 。そこ

で観測期間を延長し ，７６ ：１－８８ ：４でＣＨＯＷテストを行 った結果が，（表１４）で

ある 。

（３２７）
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　　表１４消費デフレ」タのＣＨＯＷテストの結果（観測期間７６ ：１－８８ ：４）

時期区分 Ｆ値

７６ ：１－７９ ：４　　８０ ：１－８８ ：４ Ｏ． ７９２１９

７６ ：１－８０ ：４　　８１ ：１－８８ ：４ ３． ０１９０

７６ ：１－８１ ：４　　８２ ：１－８８ ：４ ３． ３０９８２

７６ ：１－８２ ：４　　８３ ：１－８８ ：４ ７． ６２８１

７６ ：１－８３ ：４　　８４ ：１－８８ ：４ １６ ．９２５４

７６ ：１－８４ ：４　　８５ ：１－８８ ：４ ４６ ．８９

７６ ：１－８５ ：４　　８６ ：１－８８ ：４ ２１ ．９５５２

　Ｆ値の最大値は，１９８５年で時期区分をした時であるから ，この時期区分及び

全期間で回帰分析をすると ，次の様な推定結果がえられた 。

　　　ＰＣＰ＝２１ ，３４９＋０．１６８２９＊ＰＷ＋１ ．９０９７＊Ｗ（一１）

　　　　　　（２６ ，３１９）　（９ ．０８７６）　　　　　　（４６ ，８０９）

　　　Ｒ２＝０．９９７６　 Ｓ． Ｅ． ＝Ｏ ．５１５２　Ｄ．Ｗ．：Ｏ ．９８３５（７６ ：１－８４ ：４）

　　　ＰＣＰ＝１１８．４６－Ｏ．０３５６２＊ＰＷ －Ｏ．０２５２９＊Ｗ（一１）

　　　　　　（１１ ，３７３）　（一０ ，８２５）　　　　　（一〇 ．１５６２７）

　　　Ｒ２＝０，０３４　Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．４１　Ｄ．Ｗ．＝Ｏ．８０５（８５ ：１－８８ ：４）

　　　ＰＣＰ＝１８，９５６＋Ｏ．２６７０１＊ＰＷ＋１ ．７＊Ｗ（一１）

　　　　　　（１３，９０８）　（１６ ，４４７）　　　　　　（６８ ．９４）

　　　Ｒ２＝０，９９３　 Ｓ． Ｅ． ＝Ｏ．９５３　 Ｄ． Ｗ． ＝Ｏ．３０６２（７６ ：１－８８ ：４）

　この結果で，後半期は非常に推定結果が悪くな っているが，これは８５ ：１－

８６１において ，ＰＷは下落しているのに対しＰＣＰはむしろ上昇しているため ，

その影響で回帰パラメータの符号が負になるなどの理由によるものと考えられ

る。 そこで，１９８６年で時期区分した推定結果を示すと次の様になる 。

ＰＣＰ＝２１ ，２９８＋Ｏ．１７３９３＊ＰＷ＋１ ．８９４７＊Ｗ（一１）

　　（２７ ，３６５）　（１０ ，９８１）　　　　　　（５９＝８４８）

Ｒ２ Ｏ． ９９７　Ｓ．Ｅ．＝Ｏ．４９７６　 Ｄ． Ｗ． ＝１ ，０５４（７６ ：１－８５ ：４）

ＰＣＰ＝９５，６４６＋Ｏ．１１４２３＊ＰＷ＋Ｏ．１４３４＊Ｗ（一１）

　　（１４ ，０６４）　（３ ，６４３）　　　　　　　（１ ，５９０）

　　　　　　　　　　　　　　（３２８）
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Ｒ２ Ｏ． ５７１　 Ｓ． Ｅ． ＝０．２２１６　 Ｄ． Ｗ． ：１ ，６４０（８６ ：１－８８ ：４）

　後半期の推定結果をみるとＲ２の値が小さいが，回帰パラメータは期待され

るプラスの符号をとっ ているので，ある程度信頼性を持つと考えることができ

る。 そこてこの時期区分て ，推定結果を比較すると ，卸冗物価，貨幣賃金率い

ずれも後半期でその影響が小さくな っている一方，定数項の値が大きくな って

いるので，その他の要因が消費デ フレータに影響を与えていることを示唆して

いる 。

（８）賃金及び雇用

賃金のＣＨＯＷテストの結果は次の通りである 。

表１５賃金のＣＨＯＷテストの結果

時期区分 Ｆ値

７５ ：１－７９ ：４ ８０ ：１－８８ ：４ ２． ４９７９

７５ ：１－８０ ：４ ８１ ：１－８８ ：４ Ｏ． ５３

７５ ：１－８１ ：４ ８２ ：１－８８ ：４ ２． ３４４６

７５ ：１－８２ ：４ ８３ ；１－８８ ：４ ３． ３３

７５ ：１－８３ ：４ ８４ ：１－８８ ：４ ２． ８８５７３

７５ ：１－８４ ：４ ８５ ：１－８８ ：４ ４． ５８４８８

７５ ：１－８５ ：４ ８６ ：１－８８ ：４ ７． ４１３５８

　この結果から ，Ｆ値の最大値は７．４１３５８であるから ，構造変化が１９８６年以降

生じたと推測される 。この時期区分及び全期間の推定結果を見ると ，次のよう

になる 。

ＬＯＧ（Ｗ）＝一３．４３９１＋Ｏ．９９２６５＊ＬＯＧ（ＰＣＰ）十０．５７７８８＊ＬＯＧ（ＧＮ）

　　　　　（一２９．２７）　（２２ ．０２）　　　　　　　　　　　　　（７ ．５５）

Ｒ２ Ｏ． ９９８　Ｓ．Ｅ．＝Ｏ．００７９５４６　 Ｄ． Ｗ． ＝１ ．１９０８（７５ ：１－８５ ：４）

ＬＯＧ（Ｗ）＝Ｏ．８３３８８－０．１６９８７＊ＬＯＧ（ＰＣＰ）十０．８７４９８＊ＬＯＧ（ＧＮ）

　　　　　（Ｏ．１７３１）　（一０ ．１７４０３）　　　　　　　　　（９ ，４２９）

Ｒ２ ０． ９０９９　Ｓ．Ｅ．＝０．００８１８　 Ｄ． Ｗ． ＝１ ．４７５４（８６ ：１－８８ ：４）

（３２９）



７０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第３号）

　　ＬＯＧ（Ｗ）＝一３．９３４５＋０．８１９３２＊ＬＯＧ（ＰＣＰ）十〇．８９３０９＊ＬＯＧ（ＧＮ）

　　　　　　　（一６９．９７）（２９，１５３）　　　　（２２ ，７９１）

　　Ｒ２＝Ｏ．９９７　Ｓ．Ｅ．＝Ｏ ．Ｏ０９３３　Ｄ．Ｗ．：１ ．０７３７（７５ ：１－８８ ：４）

　この推定結果で注目すべきは，後半期において消費デ フレータの符号がマイ

ナスになり ，有意ではないという点である 。１９８６年以降は円高によっ て消費デ

フレータが前年比で下落しても ，貨幣賃金率は上昇するという局面がみられ ，

消費デ フレータが貨幣賃金率に与える影響は大変小さくな っている 。尚，労働

生産性の上昇率が貨幣賃金率に与える影響は若干上昇していることかわかる 。

　雇用の構造変化の結果を次ぎに検討しよう 。

　　　　　　　　　　　表１６雇用のＣＨＯＷテストの結果

時期区分 Ｆ値

７５ ：２－７９ ：４　　８０ ：１－８８ ：４ １． ４３１７９

７５ ：２－８０ ：４　　８０ ：１－８８ ：４ １． ７６１８

７５ ：２－８１ ：４８２ ：１二８８ ：４ ２． １１４

７５ ：２－８２ ：４　　８３ ：１－８８ ：４ ３． ６４４

７５ ：２－８３ ：４　　８４ ：１－８８ ：４ ０． １６３７

７５ ：２－８４ ：４　　８５ ：１－８８ ：４ １． ２３９８７

７５ ：２－８５ ：４　　８６ ：１－８８ ：４ ０． １９３０６

　この結果，雇用は１９８３年に起こっ ていることがわかる 。この時期区分及び全

期間の推定結果は，次の通りである 。

Ｎ＝１７９７．９＋Ｏ．Ｏ０４７０６６＊ＧＮＰ－２７．３７＊ＲＷ＋Ｏ．４９３４８＊Ｎ（一１）

　（３．８２）（３，８６６）　　　（一２．８４）　（３ ．６５）

Ｒ２ ０， ９８９　Ｓ．Ｅ．＝１５ ．５２　 Ｄ． Ｗ． ＝２，４９１（７５ ：２－８２ ：４）

Ｎ＝１２５０．９＋Ｏ．ＯＯ１５９９４＊ＧＮＰ＋１５，０３９＊ＲＷ＋Ｏ．４８１７＊Ｎ（一１）

　（２ ，２６７）　（１ ，４３６）　　　　　　　　　　（１ ，４９８）　　　　　　（２ ，５５８）

Ｒ２ Ｏ． ９８０　 Ｓ． Ｅ． ＝１５，７９１　 Ｄ． Ｗ． ＝２．１３３３（８３ ：１－８８ ：４）

Ｎ＝８２９６１＋Ｏ００２２２８＊ＧＮＰ－１０９０８＊ＲＷ＋０７５１１３＊Ｎ（一１）

　（２ ，５７５）　（２ ，６０４）　　　　　　　　　（一１ ．５４８８）　　　（８ ．４４２２）

Ｒ２ ０， ９９６　 Ｓ． Ｅ． ＝１７ ，１８３　Ｄ．Ｗ．＝２ ．２７５２（７５ ：２－８８ ：４）

（３３０）
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　これらの結果から後半期に入 って ，ＧＮＰが雇用に与える影響は小さくなり

（前論文（本田［３１）と同じ結論），実質賃金率が上昇しても雇用は増えるとい

う減少が現れているが，これは後半期にな って人手不足が顕在化したことを示

していると思われる 。

３． 日本経済の構造調整の過程

　ここで各構造方程式の構造変化の時期についてまとめてみよう 。まず民間消

費支出には構造変化はないということか確認された。さて第１次石油危機後の

スタグフレーショ 川こよっ て７０年代後半の民間設備投資の動きは大変特異であ

ったと考えることができる 。そこでこの時期を除いて民間設備投資の構造変化

を分析すると ，１９８５年を前後して構造変化カミあ ったということがわかる 。特に

１９８５年以降民問設備投資が活発にた っているということは，円高か本格化する

以前から企業は設備投資に積極的にな っていたことを意味し，情報化等による

技術革新かその直接的要因と考えることかできる 。

　民間住宅投資の構造変化の時期を明確にすることは，これまでの分析では必

ずしも十分ではないが，一応１９８５年頃という結果にな った。輸出（等）は ，

１９８０年代初頭に構造変化かあ ったと思われるか，これは日本かこの時期の景気

停滞を打破するために，アメリカ市場を中心に輸出ドライブをかけ輸出を飛躍

的に増大させ，その後もそのような輸出構造か持続したことを意味する 。一方

輸入（等）の構造変化は，１９８５年以降に生じたと考えられるが，その時期をさ

らに明確にすることは現段階ではむずかしい。また１９８９年の第１四半期では輸

入が急増しており ，もしこの傾向が持続するなら ，この時期にもう一段の構造

変化が生じる可能性を否定できない 。

　さて価格ブ ロックでは，輸入デ フレータ ，輸出デ フレータ ，卸売物価の構造

変化が，１９８０年代初頭に起こっ たということがわかるが，これは２回の石油危

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３１）
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機によっ て生じた，いわゆる「価格革命」の結果であると思われる 。　
ところ

で消費デ フレータは，１９７０年代の終わりから１９８０年代にかけて構造変化の生じ

た可能性があるが，同時に１９８６年前後にも構造変化を起こしおり ，他のデ フ

レータ（価格）とは違う結果とな った。その原因として ，円高による卸冗物価

の下落が消費テフレータの下落に十分反映されず，その結果卸冗物価と消費テ

フレータの相関性が弱くな ったこと ，サ ービス化の進展やその他の要因が定数

項の値を大きくしたこと ，等が考えられる 。しかしこのような現象が今後定着

するかどうかは，今後の推移を見守る必要がある 。

　労働市場ブ ロックでは，賃金が１９８６年前後で構造変化を起こしている 。これ

は消費テフレータの下落にも関わらず，貨幣賃金率が上昇した結果によるもの

であり ，ここで用いた説明変数以外の要因を反映した結果と考えることができ

るが，その要因か何であるかは今後検討の余地がある 。

　雇用は，１９８３年前後に構造変化が生じている 。特に留意する必要があるのは
，

１９８３年より以前では，実質賃金率の上昇と雇用の低下が強い相関を持っていた

のに対し１９８３年より以後ではその相関がなくな っている 。このことは，１９８３年

を前後して，企業が２回の石油危機以後の雇用調整を中心とする合理化を一段

落させたと推論することができる
。

　以上の結果から，日本経済の構造調整の過程をまとめると次の様になる
。

　（１）１９７０年代後半以降の日本経済の構造調整は，まず価格構造に現れた。消

費デ フレータも含めて，卸売物価，輸出（等）デ フレータ ，輸入（等）デ フ

レータいずれも１９８０年前後で構造変化を起こした。これは２つの石油危機で価

格構造は変化せざるをえなかったことを示しており ，その変化によっ て生じた

新しい価格構造は，消費デ フレータを除いてその後は変化していないと考える

ことができる 。これか第　段階の構造調整である
。

　（２）輸出及び雇用は１９８３年頃構造変化が生じているが，これが第２段階の構

造調整と考えることができる 。新しい価格構造のもとで企業収益は大幅に悪化

し， その事態を改善するために，企業は一方では雇用調整を中心とする合理化

を， 他方で輸出ドライブをかけて輸出拡大路線をとっ た。 このような経過の中

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３２）
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で企業収益も回復し，構造調整は次の段階を向かえる 。

　（３）１９８５年を前後して民間設備投資，民間住宅投資，輸入（等）に構造変化

が生じ，これがその後の内需主導型の経済成長を実現してい ったと考えること

ができる 。

　（４）以上の構造調整の過程で，民間消費支出だけは安定的に推移した。また ，

貨幣賃金率も１９８５年頃までは構造変化を起こしていない 。

　（５）１９８６年以降貨幣賃金率及び消費デフレータは構造変化を起こしている可

能性を否定できないが，それが一時的かどうか今後見極めていく必要がある 。

　　１）　日本経済の構造変化を扱 ったものとしては，高林［２１ ，山田［５１を参照の

　　　こと 。

　　２）１９７５年以降の日本経済の構造変化について ，統計的に検証しようとした文献と

　　　して ，経済企画庁［１１を参照のこと 。

　　３）ＣＨＯＷ検定については，和合，伴［７１参照。また構造変化の定義を取り上

　　　げた文献としては，森 口［４１がある 。

　　４）　 この点については，吉富［６１を参照 。

　　５）Ｇ
ｏ１ｄｆｅ１ｄ－Ｑｕａｎｄｔテストについても ，和合，伴［７１参照 。

　　６）標本期間の最後のほうで構造変化が生じた場合のＣＨＯＷ検定についても ，和

　　　合，伴［７１参照 。
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